
代表取締役会長

金田　凖

当社グループを取り巻く環境は絶えず変化を続けています。2025年に再発足した米国新政権の通商・

エネルギー政策の転換は世界経済に広く影響を及ぼし、エネルギー市場のあり方、カーボンニュートラ

ルの政策にも変化をもたらす可能性があります。また、ウクライナや中東での紛争により地政学的なリ

スクが高まる中で、エネルギーセキュリティの重要性はさらに高まっています。

このような時代において、複雑に絡み合う課題を一つずつ解決し社会に変化を起こすのは「人の力」

にほかなりません。当社グループは「人的資本経営」を強い意志を持って推進していきます。現在進行

している第2次中期経営計画ではこの人的資本経営を中核とし、人材を「最大の経営資本」と位置付け

ています。研修制度や教育体制の強化、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進により、変革を生む

挑戦的な組織風土を醸成し、社会課題の解決、企業価値の最大化と永続的な発展を実現します。

当社グループは創業以来、経営理念である三愛精神「人を愛し 国を愛し 勤めを愛す」を礎に事業活動

を続けてきました。変化の激しい時代においてこの三愛精神は、揺るがぬ未来への羅針盤です。これか

らも「人々の生活と産業を支えるパートナー」として前進してまいりますので、みなさまには変わらぬ

ご支援とご指導を賜りますようお願い申し上げます。

三愛精神「人を愛し 国を愛し 勤めを愛す」と
人的資本経営を軸に持続可能な未来を共創

● �ふれあうすべての人々の人格を尊重し、�
分け隔てのない人間関係を築きます。

●企業活動を通して、より良い社会の発展に貢献します。

●仕事に誇りを持ち、自律的、創造的に行動します。
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編集方針
本報告書は、三愛オブリグループの2024年度のサステ
ナビリティに関連する取り組みをステークホルダーのみ
なさまに分かりやすくお伝えすることを目的に発行して
います。

報告対象範囲
三愛オブリ（株）の活動を中心に、三愛オブリグループ全
体やグループ各社の活動について取り上げています。

報告対象期間
2024年度（2024.4.1～2025.3.31）を基本としてい
ますが、一部2025年度の発行時点までの事象も含んで
います。

発行時期
2025年10月（次回発行予定 2026年10月）

免責事項
本報告書には、将来予測も記載しています。これらは 
記述した時点で入手できた情報に基づいたものであり、
実際の活動結果が予測と異なる可能性があります。

参考にしたガイドライン等
・環境省「環境報告ガイドライン」2018年版
・「ISO26000：2010社会的責任に関する手引」
・「持続可能な開発目標（SDGs）」

SUSTAINABILITY REPORT 2025

創業者 市村清の経営理念
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三愛オブリ（株）は1952年の創業以来、航空燃料取扱業、ガソリンなどの石油製品販売業、家庭用を含むLPガス販売業、
防腐防カビ剤などの化学品製造販売業、都市ガスを含む天然ガス販売業と事業領域を広げてまいりました。
このページでは、創業からの価値提供の歴史を三愛精神「人（消費者、取引先、株主）」「国（地域社会、環境）」「勤め（従
業員）」になぞらえ、主な出来事とともに振り返ります。

これまでの価値創造

1959

SS※2 経営に乗り出し、本格的給
油所第1号を開設。車社会の発展
を支える。

1960

LPガス需要が高まり、国内初の
100tの貯蔵能力を誇るLPガス冷
凍貯蔵タンクを建設。大型冷凍タ
ンクによるLPガス貯蔵のパイオニ
アとして、業界の発展に貢献。

化学品メーカーとして臭気毒性の
ない泡消火剤「スーパーフォーム」
を東京消防庁化学研究所と共同開
発。全国で大きなシェアを占める。

1969

建設需要に応え、営業体制を強化
するため、ビル建設の総合請負、
三愛設備（株）（現：三愛オブリテッ
ク（株））を設立。

1978

川崎ガスターミナル完成。関東に
おける一大拠点として操業開始。

1983

創立35周年記念事業として熱海市
に研修センターを開設。人づくり
を通じて企業の活力源を生み出す。

1990 SS※2業界における規制緩和を受け、
各地にセルフSSをオープン。車検
センターを併設させるなど、地域
住民の生活インフラを支える。

2001

キグナス石油（株）の全株式を取得。
仕入れの安定化と販売ネットワー
クの拡充を図る。

2004

2002

佐賀ガス（株）を設立。その後、天
然ガスパイプラインを敷設、都市
ガス供給を開始し、ライフライン
を支える。

2002

三愛精神をもとに、当社グループ
で働く一人ひとりが順守すべき行
動や基本を明示した「倫理行動規
範」（現：倫理行動憲章）を制定。

高知県および高知県本山町と「協
働の森パートナーズ協定」を締結。
積極的な地域交流がスタート。

2008

太陽光発電システムによる売電事
業を開始。

2013

2020

CO2排出量の少ないSAF※3の受
入・給油を開始。燃料の受入、品質
管理および航空機への給油に協力。

人的資本経営に関する基本的な考え方

2024年3月18日

人材を最大の経営資本と捉え、「人
的資本経営に関する基本的な考え
方」を策定。

2024

2017

「健康基本方針」を制定。「健康経
営優良法人（大規模法人部門）ホ
ワイト500」を初めて取得。

「女性が自分らしく働くために」
をテーマに女性社員向けフォーラ
ムを開催。

2000

社員と経営層が対話する「マネジメ
ントフォーラム」を初開催。現在ま
で毎年継続して開催されている。

1998

東京オイルターミナルが稼働。多
様化する顧客ニーズに応えるた
め商社機能を充実させる。

日本初、ハイドラントシステム※1による
給油を実現。航空燃料給油事業の発展に
貢献。

1955

三愛精神のもと、 
1952年に三愛石油として誕生
創業者 市村清が日本に
おける石油の重要性にい
ち早く着目し、石油製品
の販売を主な事業目的と
して三愛石油株式会社を
発足。
羽田空港にて自主運行を
開始した航空会社より、
燃料補給代行特約店に指定されたことを受け、
羽田営業所を開設。航空機の給油業に着手。

勤め国人
1960

1970

1980

1990

2000

2010

2020

2025

※1　地下パイプラインで航空機まで航空燃料を圧送するシステム
※2　サービスステーションの略称
※3　�Sustainable Aviation Fuelの略称 

原材料の生産・収集から燃焼までの過程でCO2の排出量が少ない持続可能な供給源から製造されるジェット燃料

その他の主要トピックス
2002年	� コーポレートブランド「Obbli」

を導入
2008年	� 國際油化（株）の全株式を取得 

（現：三愛リテールサービス（株））
2019年	 本社を大手町に移転
2022年	 創立70周年
2022年	 商号変更（三愛オブリ（株））
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基盤事業と位置付けている航空関連事業では、今後もインバ

ウンドや観光分野での需要増が期待できるため、第2貯油基地

の建設、給油システムへの投資、既存設備の増強などで今中計

期間中に280億円を投じ、事業の拡大を図っていきます。

LPガス、天然ガスなどのガス関連事業は成長事業と位置付

けており、LPガスについては販売子会社の販売力強化ととも

に、既存取引先のシェア拡大、M&Aの推進や小売営業権の買

収などを通じて顧客基盤の拡大を進めています。天然ガスにつ

いては、脱炭素社会への移行期に重要な役割を果たすため、

OES※1を中心とした提案型営業や九州エリアでの事業拡大に

向けた設備投資計画により、潜在顧客のニーズに応えてさらな

る需要拡大に取り組んでいます。

化学品関連事業、クリーンテック事業も成長事業と位置付

け、それぞれ新規設備投資を行っていきます。化学品関連事業

では、サプライチェーンの強化を推進し、グループ会社の製造

設備拡張により自社製品・受託製造の拡大に取り組んでいま

す。クリーンテック事業では半導体製造装置への需要が回復

し、今後さらに拡大していくことが想定されるため、新工場の

建設や新技術の開発を進め事業の拡大を目指します。
※1　オンサイトエネルギーサービスの略称

次世代の柱となる新規事業への挑戦

事業ポートフォリオを進化させていくため、まずは現在の事

業分野の関連領域を着実に拡大していかなければなりません。

化学品関連事業では、外部の知見を活かした新商材の開発が始

まっています。また潤滑油販売部にエンジニアリング支店を新

設し、風力発電所向けのサービス開発を行っています。LPガ

ス販売業では、顧客との接点を活かしハウスクリーニングなど

の新業態への挑戦も行っていきます。

新規事業については、遠隔からお客さまをサポートする接客

AIサービスを開発する「avatarin」への出資を行いました。

これまで慎重姿勢だった新分野にも市場のニーズや将来性を踏

まえて出資やM&Aを検討することで、次世代の柱となる事業

を見出すとともに、ビジネスチャンスを逃すことなく積極果敢

に挑戦していきます。

「サステナビリティ経営の実践」による 
経営基盤の強化

事業ポートフォリオの大胆な進化を支えるのが、事業戦略を

加速させるために打ち立てた「サステナビリティ経営の実践」

であり、人的資本経営、DX推進、低炭素・循環型社会への貢

献が特に重要であると考えます。

「人的資本経営」においては、変化を厭わず、自ら考え、発

信し議論できる人材が必要であり、そのような人材を育成する

ために、海外の取引先との交換留学や国内留学制度などを通じ

て社員の創造力や視座を高める経験をさせています。また、当

社グループは人づくりこそ競争力の源泉であるとの認識のも

と、自社で研修センターを保有し、社員に必要な研修が十分実

施されるよう教育・研修制度を拡充させてきました。2030年

に経常利益200億円を達成するには、人材育成を通じて当社

グループ社員一人ひとりの能力をさらに伸長することが、企業

価値の最大化につながると考えています。

「DX推進」においては2024年7月にDX推進委員会を設立

し、「マネジメントDX・コーポレートDX分科会」「ビジネスDX

分科会」「DX人財分科会」の3つの分科会を立ち上げました。

DX推進委員会では2026年度に向けたロードマップを作成し

「経営判断や意思決定の迅速化」「業務効率化・高度化」「データ

活用による営業改革」「グループDX推進人財の育成」を目指し

て、目に見える効果を創出すべく取り組みが進められています。

「低炭素・循環型社会への貢献」では、TCFD※2に基づく開

示にあるとおり、当社グループのCO2排出量を2030年度ま

でに2019年度比30%削減という目標を掲げ、各部門が「CO2

削減ロードマップ」を作成し実行しています。

当社グループは、エネルギーを取り扱う企業として、これら

の施策を推進することが、気候変動をはじめ事業環境の変化へ

の対応における重要課題であると認識しています。また、

2025年4月、当社グループは「人権方針」「持続可能なサプラ

イチェーン方針」「カスタマーハラスメントに対する基本方針」

を新たに制定し、サステナビリティ経営をさらに推し進めるた

めの体制を整えました。今後も、経営理念である「三愛精神」

のもと、持続可能な社会の発展に尽力してまいりますので、変

わらぬご支援ご指導を賜りますようお願い申し上げます。
※2　TCFD：気候関連財務情報開示タスクフォースの略称

脱炭素社会に向けた事業戦略の実行

当社は1952年、羽田空港における給油事業からスタートし

ました。成長と発展を続ける国内の需要に応え、石油、LPガ

ス、化学品、天然ガス、潤滑油などの分野へ事業を広げてまい

りましたが、その原点には創業者である市村清が掲げた「人を

愛し 国を愛し 勤めを愛す」という不変の価値観「三愛精神」

があります。いつの時代にあっても人と社会が直面している課

題に向き合い、事業を通じて社会に貢献していくことが当社の

使命であると確信しています。

サステナビリティ経営が求められている今、当社グループは

2024年5月に開示した中期経営計画（2024-2026年度）「変

貌する未来への挑戦～Challenge 2030～」を着実に実行し、

2030年度の当社のあるべき姿「低炭素・循環型社会に対応し

た事業ポートフォリオへの進化」を実現してまいります。その

ためには各事業のさらなる成長と経営基盤の強化が不可欠だと

考えています。

現在、石油関連事業は当社グループの主力事業として経常利

益の約5割を占めており、約2割が航空、その他3割をガス、

化学品、その他事業が占めています。国内の石油需要が縮小し

ている中、既存領域の強化と新規事業の創造を通じてこの比率

を大きく変え、石油関連事業を維持させながら約3割、ほかで

7割となるよう事業ポートフォリオを進化させることが最大の

課題だと認識しています。

成長事業への積極投資で 
事業ポートフォリオを大胆に変革

中期経営計画では2024年度～2026年度に600億円、2030

年度までに合計1,000億円の投資を予定しています。石油関連事

業では、販売拠点の維持・拡大を進めるとともに、新業態への投

資を進めることで、業態転換への取り組みを推進していきます。

代表取締役社長

隼田　洋

2030年度の
“あるべき姿 ”に向けた
事業ポートフォリオの進化

トップコミットメント
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